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〈研究ノート〉

中堅企業調査について

田 杉 競

1 I孟 L がさ

最近2つの中堅企業調査があいついで発表された。そのひとつは“京都における中堅

的企業の成長とその課題 (京劃嵯済同友会調査〕であり，他は“関西における中堅企業

の実態と展望ー中間報告"けて阪工業会調査)である。後者にも“企業成長実態調査から υ

という副題が付されておれともに昭和3C年代の日本経済の高度成長のなかで中小企業

のうちからし、わゆる“中堅企業"規模のものが成長してきた事実が着目されていること

壱示すのである。しかも，その以前にすでに日本生産性本部の生産性研究所による調査

(昭和41年)と中小企業金融公庫による調査(同42年)など全国的調査があることも見落

してはならないであろう。

これら最近の中堅企業調査のうちで，それぞれが若干の特色をもっ。最後にあげた 2

つの調査は全国調査で，しかも生産性研究所のものはアンケ一千調査，中小企業金融公

庫のものはむしろケース スタディであるが，京都経済同友会と大阪工業会のものは京

都および関西ぽt阪神)とし、う地械を限定したアンケート調査というところに特徴があ

る。すなわち全国的に昭和30年代に中堅企業が成長Lたのに対して，これら特定地域に

も同様な成長が見られたか，またそこでは何らかの特徴があったかなどについても注意

が払われているのである。以下には京都および大阪の 2調査を中心としてその概略を紹

介し亡みたし、。

中堅企業という語には現在必らずしも厳格な規定が確立しているとは見られない。た

だ現在のところ中小企業政策および中小企業関係諸法令において資本金または出資金

5，000万円未満の会社または個人(商業サーピス業れま1，000万円未満)，ならびに常時使用す

る従業員 300人未満の会社または個人(商業サービス業では50人末満)を中小企業と扱っ

ている。それゆえ， この限度を越えたものであって大企業日範囲k属しながら，その下

限に近いところにあるものを中堅企業と呼んでいるのが通常である。このような規模の

ものを大企業と区別してひとつの μ中堅企業"という範時を設けるべきか，それにはい

かなる産業構造的あるいは経営的特質をもつか，などについては後述のごとくなお論議

がある吋れども，かかる規模の群生した事実をとらえて中堅企業と呼んでいるのが現状

である。口堅企業の上限はおおむね資本金20億円未満とされている。なお京都の調査は
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資本金基準のみ Cとらえ， 5，000万円以上という通常の限界の下に， さらに3，000万円

以上町00万円未満の企業若干を加えているに

両調査の全般的特色についてはじめに一言するならば，京都の調査が対象企業の経営

的諸側面に主眼をおいているのに対し，大阪の調査はむしろ産業構造および産業政策的

視点に重きをおいているといってよい。

E 中堅企業の成立

さきにも触れたように京都経済同友会調査は，昭和42年現在，京都に本社壱おき，か

つ資本金が5，000万円を越える製造企業約110社(繊維の卸関部企業を加えると140社)と，そ

のほかに資本金3，000万円以上， 5，000万円未満の製造企業約80社〈繊維卸関係企業を加え c

~'J100社)のうちから，約150社を選び， これにアンケート調査を行なって，その55%に

あたる82社から回答を得て集計したものである。 このうち資本金5，000万円以下である

が質的にはそれ以上の企業に劣らないと認めて加えた企業数は22社である。 82社の企業

別分布は下記のごとくであれそれら企業の昭和初年および35年における規模別分布も

表に見るごと〈で，この1日年間に急速に上件規模に成長したととが見られる。

回答企業の払込資本金規模別分布の推移

A， 

22 

24 19 

6 

A，資本金3，000万円以上5，000万円未満
A~ 5，000万円以上1億円未満
B，憶円I以上2億円未満
B，億円以上3億円未満
B， 3寵円以上5億円未満
c 億円以上10億円未満
D 10憧円台のもの
S 3000万円未満

すなわち現在中堅企業と呼ばれるものの70%以上が昭和初年当時には資本金3，000万

円以下の中小企業であったのである。それらの多数が30年代に売上高で4.6倍，資本金

で6.6倍，従業員数で1.8倍の成長を遂げ，従業員 1人あたり付加価値生監性においても

2.5倍に達したのである。そしてこれら成長を示す数値は生産性研究所調査による全国的

数値とほぼ等しし、。

1) このゆえに京都ではも中堅的企業ミとし寸呼称を使っている。
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また成長度を規模別に見るとき，全国の場合は上限の10億円台の規模企業が売上高，

従業員数で伸びが著しし、のに対比して，京都の場合には中堅企業のうちで中位とも見る

ベき 3億円以上5億円未満(B，)およびその下位の規模企業の伸びが圧倒的に高いことが

特徴的である。すなわち中堅企業中で上限に近いところのものよりも，やや規模の小さ

いところに急成長をした企業が多く見出されるのがひとつの特徴といわねばならない。

業種別に見ると種々の成長業種があり，必らずしも重化学工業に属さない産業分野で

高成長が見出されるのである o とくに京都の場合，興味があるのは 般に成長産業主見

ら札る重化学工業に属するものも， もとより高い成長率そ示している(売上高において金

属4.1倍，機械4.5惜，電機6.6措)が，それらとならんでその他の産業分野にも著しい成長を

示したものが多いととである。全国調査においてもそうであるが，また大阪工業会調査

におい亡も食料品，繊維工業関係にかなり高い成長が見られるのと軌をーにしている。

とれは大阪調査も指摘しているよ号に昭和'10年代前半の設備投資先導期に重工業が高成

長し，その後半の消費需要誘発期に軽工業の高い成長が実現したからと言ってよいであ

ろう。

いまひ Cつ京都において興味あるのは，中堅企業のうちlこは新しい企業よりも，創業

いらい歴史の長い企業が少なからず見出されることであれ従来保守性が強いと考えら

れていた京都の中小企業のなかで，しかも明治および大正年間に創業した古い企業が中

堅企業のうちの610/，にも達しているのである。これに反L全国では同年間に創業したも

のは36.7併にとどまっている c

E 中堅企業の産業分野

経済全体が好況期にあるとき需要増大に恵まれて企業成長が容易にできることは当然

である。けれども好景気ばかりが永続するはずはなし不況期に入って需要の減退にあ

って破綻する例も少なくない。昭和30午代はたしかに日本経済全体が高度の成長を遂げ，

したがって企業成長の好機会であったことも疑いないけれども，その間に軽微ながら不

況期もあった。従って中堅企業が成長して現在もそ.の存立を維持しているのは，たんに

日本経済の成長の結果とだけ見ることはできない。これら企業がそれらの適正規模の分

野で活動し，経営管理の努力をしたことによると考えねばならないであろう。外的な環

境が有利であったとしても，それを有効に利用して経営努力をした中堅企業だけが，上

記のような成長をとげることができたものと見なければならない。

まず，中堅企業成長の要因のひとつは特定産業分野で，ある種の製品に専門化したこ

とである c 調査した中堅企業のなかにこのよラな専門化を徹底したもの，あるいは専門

分野をやや多様化へ進めたものが著し〈多い (88%)のはどの亡左を示している。
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しかもその専門分野がし、かなる産業部門に属しているかを見れば，種々の産業部門の

うちでなんらかの程度で限定された，従って総出街額が全国的にも比較的小さい分野で

あることが多い。全国的な総生産額ないし総出荷額が比較的小さい商品分野は犬量主主産

技術の用いられない，従って投下資本量の大き〈ない分野であり，中小企業に適したと

ころである。もしそこで優れた経営努力を注ぐならば中堅企業であっても，その分野で

は大きな市場占有率をもつことが可能であるべ

乙のような限られた生産分野では中小規模，この場合には中堅企業が通正規模である

か，あるいはそれに近いと推定される。このような適正規模分野を選んだことが，中堅

企業成長のひとつの重要な原因であったといってよし、。

しかしながら全国的に見てもその分野の総生産額が小さし、から，それが中竪企業に適

している分野であるならば，資本額という点からみれば他企業の参入もまた容易な分野

であり，他企業からの競争が激化する可能性も大青いことは明らかである。かかる条件

に対処する道が製品，サーピスその他における独自性，特殊性を保持することにほかな

らなしゅ。

このように京都の中堅企業のなかには，専門分野における独自の基本技術や基本商品

をもつものが少な〈なし、。さちにその基本技術を展開して多様化へ進んでいるものもあ

る。このような独自性を保持しているかぎり，それが限ら札た分野であろうとも，そこ

で新参入を阻止して高い市場占有率 (40%ないし60%. ときには90%)をもつことができる。

そればかりでなく，大企業や問屋などの大資本に対して従属的地位にたち，不利な取引

条件を押しつけられるおそれも少なし、。すなわち市場における独立性を保持す志ことが

でき毛。とく「成長業種に属する独立企業は，独立専門メーカーとしての基本技術や基

本商品壱確立し，大企業とのあいだに均等の発展の機会，対等の取引関係壱確保してお

り，また進んで占有率の高い関連商品を開拓している場合が多い。

ただこのように技術や製品において独自性，特株性をもつにしても，それらはけっし

て絶対的なものではなし競争を強〈排除しうるものでない。またやがて他企業からの

競争にさらされる可能性も大きし、。すでに競争の激しさを訴えるものもあり，現在の高

い占有率に大きな不安をもつものも少なくないのである。

JII 変化する環境への適応

現在のごとく技術，消費者の要求など環境的条件の激動する時代はかつてなかったと

2) 参入に対する障壁として資本必要額が大きな意味をもっと左は J只"R;;;nの論文を，， 1用し
て嫌倉昇氏が指摘している(同氏.価格 競争独占.89. 103へージh
3) 1)を参照。
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いってよい。企業が存続，成長するためにはこのような種々の環境の変化に創造的に適

応することが必要なことは，はやくから指摘されてし、たところであるが，近年のような

激動の時代にはこのιとの亘要性はいっそう大きし、。新製品の開発，新技術の導入，新

しい需要と流通条件に適応するマーケティソグなEが企業の競争能力を確保し，成長苦手

可能ならしめるのである。

京都の中堅企業はかかる技術革新に対応して新商品の開発，商品の改良ヒ努力するこ

とにぶって成功したものが多し、。あるいは専門化によって開発した技術ぞ商品の多様化

に展開したものもある。他方，生活様式や消費構造の変化に対応して新しい商品分野与を

開拓したものもある。専門化壱比較的狭い範囲に限定して独自性を強化する方向壱とっ

たものと，専門化を基礎としながら多様な商品化を進めて一定分野の専門総合メーカー

となる道壱とったものとがあるが，これら成功した事例はいずれもなんらかの程度の専

門化によって新しい環境の変化への創造的適応をはかったものと言うことができ品。

このような環境の変化への適応は，も r上旬士イ仕業においても必要な経営政策でなけ

ればならないが，中堅企業の場合にはそれがなんらかの程度で比較的狭い分野での専門

化を基礎としていること，言いかえれば多角化や著しい多様化にまで及ばないことは当

然、であろう。

またこの調査で適応の過程における変化ないL移行をいくつかの型に分けて，それぞ

れの事例を略説しているのも，もっとも興味深い部分のひとつである。

このような新商品，新技術の開発に成功したのは，企業内に研究開発郁門を確立して

い3ためであって，この部分の回答会社73社のうち80%に当る55社が開発部門を組織に

おいて明確にもってい芯と答えている。そしてそれの組織上における地位は，社長に直 1

属と見立しうるものが55社中の26社に及んでいることと併せてj 中堅企業経営者の研究

開発に対する意欲の高いことを物語っている。

たしかに開発部門の人員の全従業員に占める比率が10%を超える企業が12社もあるこ

とも注目されてよい。しかし 般にはかカョる組織をもってはU、ても，研究者の人員数や，

また研究施設，情報管理の面でも十分Fはし刈、がたい場合が少なくない。中堅企業なる

がゆえに，これらの点で大企業lこ比すべくもないというのが事実であろう。従ってまた，

昭和30呈代に中堅企業までの成長壱，専門化にもとづく新商品，新技術の開発によって

かち得たものの，その市場地位と成長を今後も続けうるかどうかに，若干の疑問なきを-

4専ないのである。

V 経営管理上の問題

上記において明かとEように，中堅企業の多くは技術的進歩のはげしし、環境のなかで新
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製品の開発によって成長した。あるいは市場・需要の変化に対応する商品分野の開拓に

よって拡大することができた。企業規模の拡大に応じて専門化壱しながらも，専門技術

壱悲礎として商品の多様化に進んだものもある。とのようにして環境への適応に成功し

たことが中堅企業への成長をかち得た大きな理由である。

しかしながら企業であるかぎり，そのような外部環境への適応とともに，企業内部の

経営管理に対する努力を注が託ければ，企業としでの存続，成長を続けることは困難で

ある。企業ないし組識の存立条件は，内部的な経管営理システムそ整えることと，外部

の環境変化への適応とを通じて，企業目的を達成することであるをいえるかιである。
京都の中堅企業はこの調査を子通じて，新技術，新製品の開発と生産管理面の努力にお

いて相当の成果壱おさめたと認められるけれども，内部の経営管理においても十分であ

るかといえば，なおいくつかの間題をもっているようである。

そのひとつはマーケティソグ管理の側団である。たしかに新製品の開発は需要者の要

求するところを察知して，それへの適応壱はかるとと，すなわち売れる商品を生産・販

売したという点で，近代的マーケティング，あるいはマネジエリアル・マーケデイング

の理論に合致した活動をしたといえる。しかしながらマーケテイング活動を充実すると

いうのは， 1，こにそれだけに止まるのではなし、。市場調査，市場実査などによってたえず

需要動向者らつかみ，それを経営管理のあらゆる面に反映させ，販売計画，生産計画を作

成して計画的経営管理をしなければなら向。また広告や販売促進などにももっと多くの

努力を傾注しなければならぬ。プランドや企業イメージの確立申ごときもそのーつであ

ろう。さらに販売経路の整備はとくに重要な方策である。しかもこれらマーケアインク

の諸方策を総合的組織的に展開するいわゆる?ータル・マーケティソグという点から見

ると，中堅企業にはまだ多〈の問題が残されているように見える。調査におい主この面

がやや明白にされていないが，競争がますます激化してゆくとき，マーヶティ yグの問題

号もっと重視し，努力を傾注する必要があると思われる。もっとも京都でも若干の中堅

企業ではこの側面において著しい成果をあげているものがあることは認めねばならなL、。

いまひとつの問題は人事管理の面である。たしかに“従業員は合理的利己心をもっ社

会人として，会社のなかで生き甲斐のある仕事を望んでいるのであるから，適性な人材

配置と実力主義による人材の活用をはからねばならなし、"という理念に目覚めている経

営者が多いとされている。また経営者と従業員の相互理解を深めるため，経理の公開や

経営協議全，労使懇談告の制度争とる会社も少北からず存存L，なかには経営会議に従

業員の参加を認めているところさえある G コミュニケーシ三ンの徹底のために社内報や，

人間関係の円滑化をはかるための苦情処理制度，提案制度などもかなりひろく採用され

ている。
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しかしながら労働力不足，人材不足の傾向が強く，若年層の採用難ばかりでなく，管

理者，技術者をふ〈めたスタザフ要員の不足を訴えるものが多い。も上上り，人員不足

はわが国企業共通のなやみであり，従来とも新規労働力が大企業に集中しがちのなかで，

中小企業が労働力不足に苦しむのは，ふしぎでないともいえよう。そして調査によれば，

中堅企業はこのような事態に対処して，人材の確保，定着化対策，教育司練，業績評価，

またある程度まで福利厚生の充実などに取りくみつつ皐り，あ Qいは取りくみたいとす

る意見がある。

しかしながら人事管理の面で，若年層の人々のものの考え方が大きく変化し，かつ企

業規模が中堅企業の域iこ達してきたからには，中小企業の場合とは異なった管理方式を

とらねばならない。権威的あるいは温情的な管理から脱して，合理的，民主的な答理¥

移ムねばならないであろう n 若干の肯IJ度を導入してき安ているけれども，なお権威的ない

し温情的管理の考え方が残っているところが少なくないように見える。

たとえば年功序列壱是正した職務給や職階給の導入による賃金制度や，合理的基準仁

よる昇進制度なども考えられていながら，まだあまり実施されていないし，人材開発の

ための教育訓練に努力Lている企業も少ないようである。合理的，民主的に人材を開発

し活用するような基本的な考え方がなくては，人員確保につとめても定着が難しいし，

能力ある人材を集めることも困難となる。

この関連における重要な問題は，経営後継者ないし経営幹部の育成である。企業規模

が大きくなるに従って，管理者，技術者を多く要するばかりでなく，経営幹部を確保する

必要が大雪〈なることはし、うまでもない。小さいあいだこそ， 人の経営者によって企

業を切りまわすことが可能であっても，人の能力に限界がある。また権威的管理にも限

界がある。有能な人材を集め，育成するとともに，その人々にできるだけ権限を委譲し

t能力を活用する必要がある。そし Cまたかかる委譲をする ζ とが能刀育成に役立ち，

ひいて経営後継者の育成ともなるはずである。

反対に，経営者がみずから経営管理のほとんどすべての事項を決定し，従業員に命令

するような権威主義的管理のなかでは，従業員は能力を伸張しようとする意欲も起らず，

その機会も与えられなh、。温情的管理によってもこのような欠陥は一部分しか緩和され

ない。たとい有能な，あるいは将来仕ある人材を獲得しても，やがて去勢されるか』企

業壱去ってゆくであろう。とくに経営幹部を同族ばかりで占めるような企業では人材を

育成し，確保することははなはだ困難だといわねばならね。

調査を見れば，京都の中堅企業のうち，創業者の直系の人々が経営代表者になってい

るものが180/0， 同族をふくめると 530/0壱占め，世襲的になっている。

同族性ないし，世襲制は上述のような意味では人材の確保，育成にとって不利である。
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ただ経営代表者でなくとも，経営幹部，すなわち株式会社の取締役に同族以外のものをョ

加えるならば，最高経営層を強化することにもなめ，将来性ある人材壱育成することに

も役立つであろう。

調査によれば，経営幹部，すなわち取締役のなかにある程度まで同族以外のものが加

えられてし唱。それらの人々にも経営意思決定に参加する機会が与えられてし、るいそ

のような機会があるととが，将来性ある人々に向上の意欲を起きせるであろろ n じかし

ながら事実上，同族のものの権威主義が強ければ，形のうえで経営意思決定へ参加の機

会が与えられても，その機会を有効に利用せず，ただ命これ従うという態度にならざる

を得なし~そしてこのような実態にあると見られる場合が少なくないのである。

もとより同族のうちに，きわめて有能な人々があれば，それを経営後継者にすZこと

は十分意味がある。けれども同族のものが経営幹部を占め，世襲制で決定するときは，

能力L、かんが間われないおそれが多い。だからこそ，己のことが経営管理の大きな問題

になるのであり，しかも経営管理が独裁的ないし権威的なものであれば，形式的にはい

かに民主的のごとく見えても，事実はほとんど変らないのである。かくして京都の中堅

企業にとって同族性の強いものが少なくないことが，将来に向ってひとつの大きな問題

と考えられるのである。この最後の点は大阪の調査もほぼ同様の結果を示している。

百 中堅企業の独立性

中堅企業がどこまで独立性をもっているか。資本的にも，また経営意思決定において

も，独立性をもった企業と，他企業の系列企業とを比較してみると，独立企業が77%，

系列企業が23%となって，前者が著しく多い。大阪の調査においても約60%が経営方針

として自主経嘗を打りだしてし 1るとしづ。 これに対して中村秀 郎氏の調査では約600

社のうち印私が独立企業， 4J~もが系列企業止なっている n 後の 2調杏に比べて京都で

は独立企業の比率が著しく高いことが特徴的である o しかも京都では比較的小規模のと

とろでも独立企業の比率が高いのである。このために独立性がしばしば中堅企業のー特

質とされる。

しかしまた犬企業の系列化に入って，それへの部品供給(下請)によって成長していz
企業も少なくなし、。系列に入ることが一概に成長を妨げるものと考えることはできなし、。

このことを注意する必要があるo 系列企業であっても，その親企業との関係において，

株式が親企業に相当保有され，また役員が派遣されているとしづ場合と，ただ経常的な

取引関係を保ちながら，原材料支給，技術指導，資金の斡旋などの援助を受けるにとど

まっている場合とがある。株式保有，役員の派遣がある場合には，親企業からの影響力

が大きく，系列企業の自主性，独立性がある程度低下することがあろうが，指導，育成
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壱受ける程度の関係であるならば，経営の独立性はさして害されることにはなら江い。

;:"10に数年来，わが国における親企業の下請政策は，ただ自己の当面の利益だけで下

請企業壱利用するよりは，長期的に下請企業をむしろ指導育成しながら，できるだけ自

主的努力をさせる方向に進んでいる。ただ小企業，零細企業の場合には自主性壱認めよ

うとしても，それを実現する能力が足りないため，ヵ、かる方針がとりにくし、。けれども

中堅企業の域に達したものは，おうむね指導育成の効果予期待することができるから，

できるだけ経蛍の自主性壱認め，自己責任において技術的向上と成長の努力をさせよう

とするのである。このような場合，系列企業に完全な意味の独立性ないL自主性がある

かどうかには疑問があるo 小企業，零細企業に比べれば，独立性を強化したとはL、える

が，それは程度の問題であり，相対的な独立性というべきであろう。第E節で触れた製

品や技術の独自性をもてば経営活動の独立性に役立つであろうが，それも多くの場合相

対的なものであろう。

大阪の調査は，独立性は経営意思の自主的決定にほかならないから，長期経営計画を

もつことがそ札の指標になると解して，独立性を判断している。調査企業の34t:;もに当る

ものが長期計画令もち. 3年以干の計画をふくめて同様な計画をもつもの壱加えると60

%以上になるという。たしかに長期経営計画は原則として経営の自主性なくして立てる

ことができないから，それをもって独立性の指標と考え5こともできそうである。しか

しながら他圃， 長期経営計画の精度には種々り程皮のものがあり， 系列企業であって

も，親企業の経営計画をひとつの資料土して，すなわちある程度それに依存して，自社

の長期計画号立てることは可能であり，そのような計画は立てられても自主性にある限

度があると言わねばならないであろう。

このようにして中堅企業のなかには経営意思決定の独立性を維保しているものも少な

くないけれども，しばしば相対的な独立性を保持しながら，しかも相当な成長を遂げて

いるものがある。大企業の支配に従属して，種々の面で経営壱制約されるよりも，自主

性をもって意思決定ができることは望ましいに違いないけれども，独立性にも種々の内

容と程度があり，中堅企業としてそれにあまりこだわる必要はないのでなかろうか。従

ってまた中堅企業の特徴ないし特性として抽象的な経嘗の独立性をあげることには疑問

があると考えられる。

他方，資本の独立性，すなわち資本をほとんどあるいは全部，同族から調達している

かどうかについては，問題はむしろ逆になることが多し、。資本の30勃以上を同族が保有

している中堅企莱は，京都でも大阪でも約半ばfをF占め

同族資本が大きなウ皐 トを占めることは，その経営者の能力によつて今目宜で成長

してきた歴史の産物でもありれ，またそこでは同族の事業であるという意識から経営者や
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経営幹部の意欲が高いことが予想されるけれども，前節にも述ベたように将来に向って

人材を育成する障害になる可能性があれまた累進所得税のもとでは個人や同族の資本

蓄積が十分でなく，企業の成長可能性に見合うだけの増資が困難になる。成長の機会を

見逃す危険があるわけである。それゆえ資本の独立性，あるいは閉鎖性はむしろ企業成

長にとってマイナスの要因といわねばならないであろう。

団結 び

以上において京都および大阪における中堅企業調査を紹介いその主要な点壱指摘し

た。昭和30年代に相当数の中堅企業が成立したことは明らかであれぞれは注目すへき

事実である。

それら企業の成長要因は，技術革新のなかで新製品，新技術の開発を行ない，また需

要や市場の変化に適応した商品化に成功し，さらには専門的技術の多様化を進めるなど，

故動する環境条件の変化に適時の創造的適応をはかったことである。もとよりその背後

には比較的小規模ではあるが，そのもってし、た技術的，マーケテイソグ的な専門的能力

があり，その専門化の基礎のうえに，かかる革新を遂げたという点壱見逃してはならな

いであろう。専門的知識ないし能力が高し、かぎれそれは司じ分野への参入の障壁とな

り，成長に役立つたのであるが，ただかかる草新的能力の維持ないしいっそうの展開に

は今後かなりの努力が必要であろう。

中堅企業のこのような特色は注目に値いするけれども，これら企業の経営管理の状態

壱検討するならば，マーケティング，人事管理，研究開発管理などにおいて，なおかな

りの問題を残している企業がある。 fJかにはこれらの側面において相当の努力が注がれ

て，それか中堅企業としての高度の成長に寄与しているものもあるが，一般的にみれば，

中小企業的な経営管厚手脱L!ぎれず，解常近代化への脱皮が不十分であ Oo高度成長期

という好環境のゆえに成長壱遂げたけれども，今後の存続，発展をあまり楽視できない

場合があるように思われる。

そして革新的な意J思決定が成長の重要な要因であるにしても，経営管理がしばしば中

小企業の域を脱しないとするならば，大企業と中小企業との巾聞に別個に中堅企業とい

う範鴫をおいて論議することにどとまでの意味があるかという問題がある。たしかに中

堅企業と呼ばれる規模の企業群が多数発生したことは事実である。しかしながら，それ

が他の範嘱とかなり仁異なった特質と問題をもつならば，別個の範暗号設けることに意

障があるだろうが，そのようなものは見山しにくいのでなかろうか。

一面において，従属的な中小企業に反して，中堅イ下業が著しい独古件やもつことが明

らかならば，それはひとつの特質になるかもしれないが，さきに述べたように独立性は
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しょせん程度の問題であれ相対的独立性と見るべきであろう。

ただ政策上の見地がある。 いままで従業員300人未満(商事については国人未満)， 資本

金5，C∞万円未満のもの壱中小企業と呼び， これを中小企業政策の対象と Lた。それら

に協同組合，独占禁止法の除外例，金融機関の整備，統制などで種々の優遇を講じてき

た。ところがし、まや相当数の企業がその段階から成長して中堅企業といわれる規模にな

ると，一挙にこれらの政策対象からはずされ，産業政策の盲点に陥ることにな'60 それ

らがすでに自身で経営活動を自主的に展開する十分な能力をそなえていれば問題はない

だろう。と乙ろが前述のようになお多〈の経営管理上の問題号かかえているとすれば，

それゆえに政策上これらに対する措置を講ずべきだとし、う議論も成り立つ。

最近の新聞報道によれば，通産省ではこの政策上のギヤサプ壱うずめるため，若干の

措置を講ずる計画があるとのことである。




